
スターツ証券株式会社

 １.取引の形態について

 ２.お取引可能な銘柄について

 ３.米国株式等の取引の注文受注及び約定について

 ４.売買単位、受渡等について

 ５.手数料について

 ６.リスクについて

 ７.権利関係について

 ８.課税関係について

 ９.その他留意点
① 他社への移管手続き又は他社からの移管手続きは、当社営業担当者までお問い合わせ下さい。
②

③

④ 新規公開、公募、売出しには参加出来ません。

（投資確認書【お客様交付用】　2021.06.03改定）

証券-証券管理-00261

　米国の上場会社は、一般的に四半期配当制度を採用している会社が多く、その場合、約3ヶ月に1回、配当支
払いが発生致します。また、その他の権利情報等について、当社は取次証券会社より情報収集に努めます。

米国の金融商品取引所ルール等により、重要事実発表を控えた企業の株式等が一時的に売買停止になるこ
とや、予告無く、取引が停止される場合があります。

大幅な為替変動、現地金融商品取引市場におけるアフターマーケットの大幅な株価変動、シカゴCMEの

Globex先物の大幅な価格変動の影響等により、取引所金融商品市場や取次証券会社で取引制限を行う場合
があり、「米国株式国内店頭取引の販売・買取価格一覧」の見直しを行う場合があります。

投資確認書【米国株式等】

　海外の株式市場は日本国内の株式市場と比較して大きく異なる点があります。お客様が米国株式等にご投資頂く
際は、独自の市場特性やリスク、現地の市場規則の影響を受ける等、以下の留意点をよくご理解の上、ご投資頂き
ますようお願い申し上げます。

　当社が取扱う米国株式等の国内店頭取引銘柄は、流動性リスクや市場リスクの観点から、一定の銘柄数に限
定させて頂いております。詳しくは「外国証券情報」「米国株式国内店頭取引の販売・買取価格一覧」等をご
確認下さい。また、現地委託取引においても取扱いが出来ない銘柄がありますので、ご注意下さい。

　譲渡益については、約定金額を円換算したものに国内で課税が生じます。
　配当金については、租税条約により定められた米国源泉徴収税率10％を控除した額が、現地での配当金受取
額となります。その後、円換算した配当に対して国内で課税が生じます。
　尚、外国税額控除の適用は、確定申告をして総合課税または申告分離課税を選択した場合に限られます。詳
しくは、税理士等の専門家にお問い合わせ下さい。

　米国株式等の取引は、お客様のご注文を当社が相手方となって売買を行う「国内店頭取引」と、国内の取次
証券会社に取次ぎし、現地金融商品取引市場に注文を取次ぐ「現地委託取引」でのお取扱いになります。

　国内店頭取引のご注文の際には、銘柄、売買の別、数量等を、現地委託取引の場合は銘柄、売買の別、数
量、価格等をご指示下さい。尚、当社における米国株式等の現地委託取引の価格指示は、「指値」または「成
行」のいずれかになります。ご注文の受注は、国内店頭取引の場合、日本の祝祭日及び現地金融商品取引市場
の休日を除く、月曜日から金曜日の13時までとなり、現地委託取引の場合は、日本の祝祭日及び現地金融商品

取引市場の休日を除く、月曜日から金曜日の14時15分までとなります。
　また、発注及び取引制限等、日本国内の金融商品取引所とは異なる点がございます。尚、一旦、約定した注
文については、訂正や取消が出来ませんので、十分ご注意下さい。

　売買単位は10株単位となります。また、最低買付取引金額は円換算金額で30万円以上、店頭取引のみ最高売
買取引金額は5,000万円までとさせていただきます。
　お客様との受渡は、国内約定日から起算して3営業日目に行います。
　また、配当金（現金受取）に関しましては、配当金が当社に入金されたことを確認出来た日から4営業日目
に円貨でお支払いたします。ただし、現地諸事情等により受渡日がずれる場合があります。
　決済方法については、円貨または米国ドルの外貨決済が可能です。
　また、入出金は円貨及び米国ドルのみとさせていただきますが、米国ドルの場合は振込手数料をご負担いた
だきます。尚、売買等の為替手数料は、お客様のご負担となります。為替レートは、国内約定日に当社が決定
する為替レートを適用致します。

　国内店頭取引については購入対価のみの支払いとなります。
　現地委託取引の委託手数料についての計算方法は、約定代金(買付単価×株数)に所定の手数料料率を掛け合
わせ、加算額を加え算出します。委託手数料は、約定代金毎に手数料料率と加算額が異なっておりますので、
詳しくは「手数料表【上場外国株式等】」をご確認下さい。

　米国株式等の取引は、価格変動リスク、信用リスク、為替リスクのほか、流動性リスク、カントリーリスク
により損失が発生することがあります。また、米国株式等は日本における金融商品取引法に基づく企業内容等
の開示が行われていません。 詳しくは「上場有価証券等書面」「外国証券等の国内店頭取引について」をご
確認下さい。



スターツ証券株式会社

1.　外国株預託証券について

2.　お取引の概要について

3.　お取引におけるリスクについて

以上のように、外国株預託証券は原株式と同一ではない点を、十分にご注意ください。

以上

④ 新株予約権が株主に与えられる際、預託機関が外国株預託証券の保有者より一任されて処理にあたりま
す。この場合、原則として、預託機関は権利を売却し、売却代金を当該保有者に配布するという処理を行
いますが、処理の手続き上、失権する可能性があります。

外国株預託証券取引に関する留意事項
当社で外国株預託証券をお取引いただくに当たりましては、以下の内容を十分にご理解の上、お客様ご自身の

責任と判断において、ご投資頂きますようお願い申し上げます。

① 外国株預託証券の1単位は、例えば1DR＝原株式10株という様に、必ずしも原株式に対応しているとは限
りません。また、銘柄により対応する株数が異なります。

　外国株預託証券は、株式の発行会社が属さない国において、当該株式を流通させる目的で発行される一種の
代替証券です。一般的に株式を自国市場外で流通させようとする場合、原株券そのものを流通させると証券の
国外輸送、言語・習慣の違いに起因する問題等が発生します。これらの問題点を解決するため、流通させよう
とする国に属する預託機関が発行する預託証券を外国株預託証券といい、当該証券には投資家に代わって原株
券の保管から株主権の行使に至るまでを代行すること等の預託契約が表示されています。

　当社が取り扱う外国株預託証券取引は、外国株式等と同様に、外国証券取引約款に基づいたお取引となりま
す。お取引にあたっては、当該約款を良くご覧頂きますようお願い申し上げます。

　外国株預託証券取引のお取引については、外国株式等のお取引の際の一般的なリスク（価格変動リスク、為
替リスク、流動性リスク、カントリーリスク等）の他に、以下のような特有のリスク及び注意点があります。

② 外国株預託証券と原株式の交換は、原則、お取扱い致しません。

③ 外国株預託証券の保有者は、原則的には原株式保有者と同等の権利を有しますが、発行国の違いがあるた
め、配当税制等、原株式を保有する場合と違いが生じる可能性があります。また、銘柄毎に預託契約の内
容が異なっており、外国株預託証券の間でも違いが生じる場合があります。


